
米ノ津東小学校いじめ防止基本方針

関係機関等との連携

○　生徒指導体制
　・いじめ防止対策推進委員
　　会の機能化
　・いじめ防止対策委員会で
      の共有化（月１回)
   ・関係機関との連携
　　（ＳＣ・ＳＳW等）
　・適切な情報収集
　　（学校ネットパトロール
　　　事業検索結果の活用）

○　教育相談体制
　・児童との計画的相談
　・保護者との計画的相談
　　（すこやかミーティン
　　グ）
　・関係機関との連携による
　　教育相談の実施
　　（ＳＣ・ＳＳW等）
○　職員研修の重点
　・いじめの定義、様態、認
　　知方法についての理解を
　　図る。
　　（啓発資料の活用）
　・いじめが起きたときの具
　　体的な対処法について研
　　修を深める。
　・SC等を活用したカウン
　　セリング研修を行う。
　・外部研修への積極的参加
　　（県教育センター研修講
　　　座・ネットいじめ対策
　　　研修会等）

いじめ防止対策推進委員会

○毎朝、教師自ら積極的に児童に声掛けし、児童生徒の表情や様子から本人の日々の状況把握に努めます。
○気になる児童の欠席については、必ず教職員からも電話で確認し、状況を見極め早期に家庭訪問をするよう努めます。
○児童の日記は毎日読み、何かあるときは早期対応に努めます。
○児童の休み時間や昼休み時間の過ごし方に気を配り、いじめの早期発見に努めます。

◆いじめ未然防止及び早期発見に向けた、日々の取組（全教職員は毎日、これだけは欠かさず実践します。）

【学校教育目標】

夢や希望を抱いて挑戦し，心豊かで，自ら考え判断
し，進んで学び行動する子供を育成する。

家庭・地域との連携

○　教育活動の重点
　・「分かる授業」の推
　　進
　・学習支援の充実
　・「命の教育」を含め
　　た道徳教育の充実
　・豊かな体験活動の充
　　実
　・心に届く生徒指導の
　　推進
　・心に寄り添う教育相
　　談の充実
　・読書活動の充実
　・保護者への啓発

○　児童の主体的な活動
　・「いじめを考える週
　　間」への取組
　（いじめ防止標語・ス
　　ローガン）
　・ボランティア活動へ
　　の取組
　・学級の諸問題を解決
　　する学級活動への取
　　組
　・学校の諸問題を解決
　　する児童会活動への
　　取組
　（児童総会等）
　・児童をつなぐ集会活
　　動
　・児童会の取組
「米東なかよし宣言」

①教職員の取組

ア 私たち教職員は、「いじめは，どの子供にも起こり得る」と

の基本認識を持ち，その防止のため「分かる授業」を実践する

とともに，命の教育を含めた「道徳教育」の充実に努めます。

イ 児童が思いやりの気持ちと命を大切にする心を持ち続けられ
るような雰囲気づくりに努め，児童会を中心にして，いじめを
絶対に許さないという認識をもたせるように努めます。

②保護者の取組
保護者として、挨拶・礼儀などのしつけや親切・思いやりの心

を育てる家庭での教育に力を入れ、親子で子供の「夢や未来」に
ついて語り，励ましていくよう努めます。

いじめ防止の取組

いじめの早期発見

いじめに対する措置

①教職員の取組
ア 私たち教職員は、「１件でも多く発見する」との基本認識の

もと，日々の観察やアンケートに基づき、個別相談等を通して
児童の思いを十分受け止め，全職員で情報を共有化していくよ
う努めます。

イ 児童がいじめに気付いたら，勇気をもって注意したり，先生
や親にきちんと伝えたりできるような指導に努めます。

ウ 保護者との連携を図り，児童の出すサインに常に気を付ける

とともに，学級PTA等の場で積極的に情報を共有し合うよう努

めます。

①教職員の取組
ア 私たち教職員は、「いじめは絶対に許されない」という基本

認識の基、被害児童や保護者の声に誠実に向き合い、加害の児
童・保護者には毅然とした態度で、その解決に向けて働きかけ
ていくよう努めます。

イ 児童に対しては，いじめが起こったら自分たちの問題と捉え、
いじめを解決するための方法を考え、勇気を持って実行できる
ように支援していくよう努めます。

ウ 保護者に対しては，加害被害どちらの立場になっても、子供
としっかり向き合い、関係児童・保護者・教職員とその解決に
向けて全力を注いでもらえるよう，密に連携をとることに努め
ます。

【目的】 いじめを未然に防止し、いじめまたは

その兆候を早期に発見し、いじめに関す

る事案に対処して、学校組織としてその

解決を図る。

【組織構成】

校長、教頭、生徒指導主任、養護教諭、

各学年代表教諭、心の教育相談員

その他心理・福祉等に関する専門家

○ 学校関係者と地域、家庭との連携対
策の推進
※『いじめ防止対策推進会議』の開催

○ 学校と地域、家庭の組織的な連携・
協働体制の構築

○ 関係機関（警察、児童相談所、医療
機関、市こども課、安心サポートセンター
法務局等）との適切な連携

○ 教育相談における医療機関などの専
門機関との連携

○ 法務局など、学校以外の相談窓口の
適切な周知


